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脳卒中療養者を在宅で介護する家族の介護評価の変化
―退院後１か月と退院後６か月を比較して―
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〈要旨〉
本研究は，脳卒中療養者を在宅で介護する家族の介護導入期の介護評価の変化を明らかにすることを目的と
した。脳卒中療養者を在宅で介護する家族 32 名を対象に，患者の退院後１か月と６か月に「認知的介護評価」
尺度で家族の介護評価の変化を縦断的に検討した。28 名の家族介護者から回答を得られた（回収率 87.5％）。
退院後１か月から６か月で，否定的介護評価の「関係性における精神的負担感」は有意に増加し（p=.041），
肯定的介護評価の「介護役割充足感」は有意に減少していた（p=.011）。対象者の属性による検討では，否定
的介護評価の「社会活動制限感」において，介護者が子である場合と療養者の要介護度が高い場合（要介護４
以上）に有意差な増加が認められ（p=.031, p=.011 ），肯定的看護評価の「介護役割充足感」においては，介
護者が女性である場合（p=.025）と療養者と同居している場合（p=.007），協力者がいる場合（p=.006），要介
護度が高い場合（要介護４以上）（p=.045） で有意な減少が認められた。以上の結果から，退院後６か月まで
の介護導入期における家族の精神的負担感が示され，それらを軽減するような心理的支援の必要性が示唆され
た。
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Ⅰ．緒 言
脳卒中は，近年その死亡率は減少傾向にあるもの

の有病率や罹患率は依然として高い疾患である。ま

た，後遺症として麻痺や高次脳機能障害など何らか

の障害を残すことも多く，脳卒中は要介護度別にみ

た介護が必要となった主な原因の第２位である 1）。

退院前の患者のADL機能・心身の状況は，麻痺に

より着衣，起立，行動範囲の制限など動作の不自由

があったことが報告されている２）。介護者について

は，療養者の高次脳機能障害が強いほど主介護者の

介護負担が高かったことが報告されている 3）。また，

介護開始から１年間で主介護者の持病の悪化が50％

以上の事例で発生していたこと，退院後５年を経過

しても家族介護者の30％が強い介護負担感を感じて

いたことが明らかにされている 4）5）。これらのこと

から，脳卒中療養者の家族が在宅において介護を継

続する上で多くの困難が生じている現状がある。

一方，家族介護者の介護継続意欲には家族介護者
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の介護の捉え方，即ち介護評価が関連することが明

らかになっている。Lowton らは，介護評価には介

護負担やストレスといった否定的側面だけではな

く，喜びや親近感など肯定的側面も存在することを

明らかにした 6）。介護に対する肯定的評価は，介護

継続意向との関連を示し，介護継続意向が高い介護

者は介護態度がより積極的であり社会サービスの利

用意向が高いことが報告されている 7）8）。従って，

介護負担を軽減するための支援だけではなく，介護

にやりがいや意義を見出すなど精神的充足を高める

支援も行うことが介護継続に向けたより効果的な支

援につながると言われている 9）。また，重度要介護

者の家族介護者を対象とした質的研究では，介護者

は介護導入期に不安な気持ちを抱きながら，介護の

処置に慣れる過程で，各出来事に関連した気持ちの

変化が現れることが明らかにされている 10）。介護

導入期において，家族介護者は不安や混乱期にあり，

介護を継続する中で家族介護者の介護評価も変化す

ることが予測される。そのため，家族介護者の介護

評価の変化に応じた支援を行うことが支援者には求

められると考える。

介護評価の関連要因については，否定的介護評価

には家族介護者が女性であることや被介護者の認知

症に伴う問題数が多いことなどが，肯定的介護評価

には家族介護者の在宅介護への動機の高さや「情緒

的な接近型」の対処行動などが関連することが明ら

かにされている 11）12）13）。また，日本社会において

は儒教思想による，子どもが老親を扶養する親孝行

が伝統的規範として存在し，老親扶養意識の高さが

家族の介護評価に影響を与えることも明らかにされ

ている 14）。

以上のことから，介護評価の構造やその関連要因

については多くの検討がなされている。しかしなが

ら，これまでに，脳卒中療養者を在宅で介護する家

族の介護導入期の介護評価の変化について調査した

研究は見られない。そこで，本研究では，退院後１

か月と６か月における家族の介護評価を縦断的に調

査し，介護評価の変化を明らかにすることとした。

Ⅱ．用語の操作的定義
本研究において，家族介護者とは「脳卒中療養者

と配偶関係や血縁関係にあり，日常生活の介護を主

として行う者」とした。介護評価とは「介護者自身

により認知された介護そのものに対する感情のこ

と」とし，広瀬らが開発した「認知的介護評価尺度」

によって測定されるものとした 15）。

Ⅲ．研究方法
１．対象

Ｈ県内の回復期リハビリテーション病院２施設を

退院した脳卒中療養者を在宅で介護する家族介護者

32 名とした。

２．調査内容

無記名自記式調査票「介護の捉え方に関するアン

ケート」により調査した。調査内容は下記より構成

されるものとした。

１）家族介護者の基本属性

年齢，性別，続柄，療養者との同居の有無，仕事

の有無，協力者の有無，介護者自身の健康問題の有

無の７項目とした。介護者自身の健康問題について

は，受診や治療の有無を問わず家族介護者の主観で

記載するよう説明した。

２）療養者の基本属性

年齢，性別，入院時の疾患名，要介護度，高次脳

機能障害の程度の５項目とした。「高次脳機能障害

の程度」は，高次脳機能障害情報・支援センターの

資料を参考に，厚生労働省の定める診断基準に含ま

れる記憶障害，注意障害，遂行機能障害，社会的行

動障害の４症状に，高次脳機能障害の代表的な症状

である失語症，失行，失認を加え作成した 16）。作

成にあたり看護研究者や回復期リハビリテーション

病棟に勤務する看護師から示唆を得た。内容は，対

象となる家族が理解しやすいよう各症状について例

を提示し，症状の程度を ｢０：全くない｣ ～ ｢４：

常にある｣ の５段階で回答を求めるものとした。合

計 76 点とし，点数が高いほど高次脳機能障害が強

いことを示す。

３）介護内容及び在宅サービスの利用

介護内容は，食事，更衣，移動，整容，排泄，入

浴の介護の有無を尋ねた。在宅サービスの利用は，

訪問看護，訪問介護，訪問入浴介護，訪問リハビリ，

デイサービス，デイケア，ショートステイ，福祉用
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具貸代，居宅介護在宅改修の利用の有無を尋ねた。

また，在宅サービスに対する満足度を「不満である」

～「満足している」の４段階で尋ねた。

４）老親扶養意識

實金らが開発した「簡易版東アジア圏域用老親扶

養意識測定尺度」を用いて測定した 14）。この尺度は，

「手段的扶養意識」と「情緒的扶養意識」の２因子

計８項目で構成されている。回答は，「０点：そう

思わない」～「４点：そう思う」の５段階で求め，

老親扶養意識が高いほど得点が高いことを示す。内

的妥当性および信頼性は既に確認されている 15）。

５）介護継続意欲

介護を「続けたい」「やや続けたい」「どちらとも

いえない」「あまり続けたくない」「続けたくない」

の５段階で尋ねた。 

６）介護評価

広瀬らが開発した「認知的介護評価尺度」を使用

した 15）。この尺度は，Lawton らの「介護評価」を

モデルに作成されており，肯定的・否定的両介護評

価を測定することができる。「社会活動制限感」「介

護継続不安感」「関係性における精神的負担感」「介

護役割充足感」「高齢者への親近感」「自己成長感」

の６因子計26項目で構成されている。回答は「１点：

まったくそう思わない」～「４点：とてもそう思う」

の４段階で求め，点数が高いほど肯定的・否定的両

介護評価ともに高いことを示す。内的妥当性および

信頼性も確認されている 15）。

３．データの収集方法

対象施設において，１か月以内に退院が予定され

ている入院患者の内，以下を選定条件とした。１）

脳卒中後の患者であり，選定時に要介護１以上の者，

２）退院先が在宅である者，３）退院後は，家族が

介護を行う予定である者。選定条件に該当する患者

の家族に対し，本研究の説明を行い同意を得た。ま

た，患者情報に関する同意については、患者への同

意を取ることは困難と考え、家族による代諾とした。

その後，退院後１か月と退院後６か月に郵送にて調

査票を配布し，最終的には調査票の投函をもって同

意と見なした。調査時期は，家族の不安・混乱が強

い退院後１か月と多くの場合退院後最初の要介護認

定の見直しとなる退院後６か月の２回とした。２回

の調査の両方について回答が得られ，介護評価の回

答に記入漏れがないものを分析対象とし，調査途中

で患者が再入院または死亡した場合は対象から除外

した。調査票は無記名としたが，退院後１か月と６

か月のデータを照合するために ID番号を調査票に

記載し，データの連結対応表は対象施設の鍵のかか

る戸棚に保管し調査票の送付時のみ使用した。

４．分析方法

各調査項目について記述統計を行い，退院後１

か月と退院後６か月の介護評価の比較を行った

（Wilcoxon 符号付き順位検定）。次に，先行研究に

て既に介護評価との関連が明らかにされている要因

を参考に，家族介護者の性別，療養者との続柄，療

養者との同居の有無，仕事の有無，協力者の有無，

家族介護者自身の健康問題の有無，療養者の要介護

度による介護評価の比較を行った （Wilcoxon の符

号付順位検定）。要介護度については，介護なしに

は日常生活を営むことが困難となる状態を指し，家

族の介護負担が大きい要介護４を境に，要介護４以

上と要介護３以下の２群に分けた。データ分析には

SPSS.23 及び JMP.11 を使用し，有意水準は５％未

満とした。

５．倫理的配慮

対象者には，文書と口頭にて，本研究の目的・方

法及び研究参加は自由であること，拒否や中断が可

能であること，個人情報に関して第３者に特定でき

ないように匿名性を保障することを説明した。本研

究は，所属機関倫理審査委員会の承認を得て実施し

た。

Ⅳ．結 果
２施設 32 名の対象者の内，２回の調査の両方に

ついて回答が得られなかった３名，療養者が再入院

となった１名の計４名を除く 28 名について分析を

行った（回収率 87.5％）。

１．家族介護者及び療養者の属性

家族介護者の平均年齢は，59.6 ± 12.6 歳，男性

６名（21.4％），女性 22 名（78.6％）。続柄は，夫５

名（17.9％），妻 17 名（60.7％），子６名（21.4％）

であった。退院後１か月において，療養者と同居

している者は 25 名（89.3％），退院後６か月では 26
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名（92.9%）。退院後１か月において，仕事をしてい

る者は 13 名（46.4％）であり，退院後６か月にお

いても同様であった。介護を行う協力者がいる者は，

退院後１か月 16 名（57.1％）から退院後６か月 10

名（35.7％）に減少していた。自身の健康問題があ

る者は，退院後１か月 13 名（46.4％）から退院後

６か月 15 名（53.6％）に増加していた。療養者の

平均年齢は，69.8 ± 10.9 歳，男性 17 名（60.7％），

女性 11 名（39.3％）であった。その他の結果につ

いては，表１に示す。

２．介護内容及び在宅サービスの利用

退院後１か月における介護内容は，多い順に「移

動」23 名（82.1％），「更衣」17 名（60.7％），「食事」

14 名（50.0％），「排泄」13 名（46.4％），「入浴」11

名（39.3％），「整容」10 名（35.7％）であった。一方，

退院後６か月では，「移動」（20 名：71.4％）は減少し，

「食事」（17 名：60.7％），「整容」（14 名：50.0％），「入

浴」（18 名：64.3％）は増加していた。

退院後１か月における在宅サービスの利用状況

は，「福祉用具貸与」16 名（57.1％）が最も多く，

次いで「デイケア」15 名（53.6％），「デイサービス」

13名（46.4％）であった。一方，退院後６か月では，「デ

イサービス」（９名：32.1％），「居宅介護在宅改修」（７

名：25.0％），「訪問介護」（４名：14.3％）は利用者

が減少し，「福祉用具貸与」（18 名：64.3％），「デイ

ケア」（17 名：60.7％），「ショートステイ」（８名：

28.6％）は増加していた。退院後１か月における在

宅サービスの満足度は，「満足である」「ほぼ満足で

ある」21 名（75.0％），「やや不満である」「不満で

ある」４名（14.3％）。退院後６か月では「満足である」

「ほぼ満足である」22 名（78.6％），「やや不満である」

「不満である」３名（10.7％）とあまり変化は見ら

れなかった。

３．老親扶養意識

退院後１か月から６か月の手段的扶養意識（16

点満点）の平均得点は，6.3 ± 4.6 点から 6.5 ± 4.6 点。

情緒的扶養意識（16点満点）の平均得点は，13.6± 3.6

点から 13.1 ± 4.0 点。老親扶養意識全体（32点満点）

の平均得点は，19.9 ± 6.3 点から 19.7 ± 7.4 点であっ

たが，全ての項目において有意な差は見られなかっ

た。

４．介護継続意欲

退院後１か月における介護継続意欲は，「続けた

い」「やや続けたい」18 名（64.2％），「どちらとも

言えない」５名（17.9％），「あまり続けたくない」「続

けたくない」５名（17.9％）であった。一方，退院

後６か月では，「続けたい」「やや続けたい」15 名

（53.6％），「どちらとも言えない」７名（25.0％），「あ

まり続けたくない」「続けたくない」６名（21.4％）

であり，退院後１か月から６か月を通して「続けた

い」は減少，「どちらとも言えない」は増加，「続け

たくない」は増加していた。 

５．家族介護者の介護評価の変化

退院後１か月から６か月の得点の変化は，否定的

介護評価の社会活動制限感（20 点満点）は 11.4 ±

3.0 点から 11.6 ± 3.1 点。介護継続不安感は（20 点

満点）11.9 ± 2.7 点から 12.5 ± 3.1 点。関係性にお

ける精神的負担感は（12 点満点）4.9 ± 1.9 点から 5.4

± 2.2 点。否定的介護評価全体（52 点）は 28.2 ± 6.0

点から 29.6 ± 6.6 点であった。また，関係性におけ

る精神的負担感については，退院後１か月と６か月

において有意な差が見られた（p=.041, Wilcoxon 符

号付き順位検定）。

肯定的介護評価の介護役割充足感（24 点満点）

は 17.9 ± 2.4 点から 16.6 ± 2.8 点。高齢者への親近

感は（16 点満点）11.1 ± 2.3 点から 11.2 ± 2.7 点。

自己成長感は（12 点）7.7 ± 2.0 点から 8.1 ± 1.9 点。

肯定的評価全体は 36.6 ± 5.3 点から 35.9 ± 6.2 点で

あった。介護役割充足感については，退院後１か月

と６か月において有意な差が見られた（p=.011）。（表

２）

６�．家族介護者及び療養者の属性による退院後１か

月から６か月の介護評価の変化

介護評価の変化を家族介護者及び療養者の属性に

より検討した。その結果，介護者が子である場合

（p=.031,Wilcoxon 符号付き順位検定）と療養者が要

介護４以上の場合（p=.011）において，退院後１か

月から６か月で「社会活動制限感」が有意に増加し

ていた。さらに，介護者が女性である場合（p=.025）

と療養者と同居している場合（p=.007），協力者が

いる場合（p=.006），療養者が要介護４以上の場合
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表１　対象者の概要� n ＝ 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

±SD ±SD

( 6.21±6.95)
6 (21.4)

22 (78.6)
5 (17.9)

17 (60.7)
6 (21.4)

25 (89.3) 26 (92.9)
13 (46.4) 13 (46.4)
16 (57.1) 10 (35.7)
13 (46.4) 15 (53.6)

( 9.01±8.96)
17 (60.7)
11 (39.3)
14 (50.0)
9 (32.1)
2 ( 7.1)
3 (10.7) 

14 (50.0)
1 ( 3.6)
5 (17.9)

)6.3 (1)6.3 (11
)1.7 (2)1.7 (22
)1.7 (2)6.3 (11
)7.01(3)7.01(32
)9.71(5)4.12(63
)3.93(11)9.24(214
)3.41(4)7.01(35

(76 ) a) 24.1±14.1 27.8±14.2
a) 

n(%)
1 6

n(%)

（p=.045）において，退院後１か月から６か月で「介

護役割充足感」が有意に減少していた。（表３）

Ⅴ．考察　
１．家族介護者の介護評価の変化

家族介護者の「関係性における精神的負担感」は，

退院後１か月から６か月で有意に増加していた。脳

卒中の発症後は，麻痺や高次脳機能障害などにより

療養者との意思疎通を取ることが困難になることも

多い。加えて，これまでの人間関係にも大きな変化

が生じることが予測される。先行研究においても，

家族介護者は，介護で時間の配分や付き合いに支障
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表２　退院後 1か月から 6か月の介護評価の変化� n ＝ 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)

1 6

(20 ) 11.4±3.0 11.6±3.1        .476
(20 ) 11.9±2.7 12.5±3.1        .294

(12 )  4.9±1.9  5.4±2.2        .041
(52 ) 28.2±6.0 29.6±6.6        .126

(24 ) 17.9±2.4 16.6±2.8        .011
(16 ) 11.1±2.3 11.2±2.7        .747

(12 )  7.7±2.0  8.1±1.9        .323
(52 ) 36.6±5.3 35.9±6.2        .746

a) Willcoxn .05

±SD

をきたすことに対する困惑である「社会生活負担」

や家族・親族・近所における人間関係の葛藤である

「関係性負担」など精神的負担感を強く感じている

傾向が認められている 17）。本研究の対象は，介護

導入期という在宅での生活を再構築している段階で

あり，その中で生じた不安や困惑から「関係性にお

ける精神的負担感」が高まったことが予測される。

このことから，療養者だけでなく家族や親族など療

養者を取り巻く人間関係にも注意を払い，家族の精

神的負担感が軽減するような働きかけが介護導入期

において必要であることが示唆された。　

また，介護役割・介護能力・介護活動に対する肯

定的な評価や達成感を表す「介護役割充足感」は，

退院後１か月から６か月で有意に減少していた。介

護に対する肯定的評価は介護継続意向との関連を示

すことが明らかにされており，介護役割充足感の低

下は在宅介護の継続にも影響を及ぼすことが予測さ

れる７）。本研究では，介護役割充足感の低下に直接

関連した要因は検討できていない。そのため，今後

は，介護役割充足感の低下に影響をもたらした要因

についても明らかにする必要があると考える。

２．属性による介護評価の変化

否定的介護評価について，介護者が子である場合，

退院後１か月から６か月で「社会活動制限感」が有

意に増加していた。子の場合，年齢が壮年期である

ことが多く介護以外にも自身の仕事や家族の世話な

どを行う必要があることが予測され，介護によりそ

れらの活動が制限されると考えられる。本研究に

おいても，介護している子は，そのほとんどが療養

者と同居しており，仕事を有していた。このことか

ら，介護を継続する中で，介護以外の社会活動が制

限されることに対する負担感が高まったと考えられ

る。また，療養者が要介護４以上の場合においても，

退院後１か月から６か月で「社会活動制限感」が有

意に増加していた。介護保険制度の導入以降，介護

サービスの利用が進んでいるものの，要介護４, ５

の療養者を介護する家族を対象とした調査では，居

宅サービスの利用率と介護評価に関連は認められて

いない 18）。また，家族介護者の高い介護負担に要

介護者から「目が離せないこと」「時間が長いこと」

が関連していたことが明らかにされており，介護に

拘束されているという精神的疲労が介護負担に強く

関与する可能性が指摘されている 11）。退院後１か

月から６か月にかけて家族介護者の精神的疲労が蓄

積したことが考えられ，それらが「社会活動制限感」

の高まりに繋がったことが予測される。このことか

ら，要介護度が高い療養者を介護する家族への退院

後６か月頃の介入の必要性が示唆された。

肯定的介護評価については，介護者が女性である

場合，療養者と同居している場合，協力者がいる場
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合，療養者が要介護４以上の場合において，退院後

１か月から６か月で「介護役割充足感」が有意に減

少していた。先行研究では，夫すなわち男性介護者

は，介護経験の中で，ADL介護量や副介護者など

身近なサポートを増加させ介護役割に適応する傾向

が見られたのに対し，妻すなわち女性介護者では介

護肯定感の低下が認められている 19）。一般的に女

性が担うことの多い炊事・洗濯・掃除といった家事

は，介護と類似していることも多く，男性と比較し

て女性は介護に対する充足感や達成感を感じにくい

ことが予測される。このことから，女性介護者に対

しては，充分に介護を行えていることを支持する，

肯定的な声掛けを行うといった支援者からの心理的

支援の必要性が示唆された。また，本研究の対象の

多くは，療養者と同居し介護を行っていた。重度要

介護者の家族を対象とした調査では，介護初期，「目

一杯で手抜きができない」，「夜間定時の処置で起き

られるか不安で時間前に目が覚めてしまう」といっ

た語りが家族から聞かれている 20）。療養者と同居

している場合，介護サービスを利用している時間以

外は常に介護に拘束された状態にあるとも言える。

そのような中で，介護者が介護に対する充足感を維

持することは困難であると考えられる。このことか

ら，退院後６か月頃においては，療養者と同居して

いる家族介護者の疲労や負担軽減を目的とした支援

の必要であると考える。また，療養者が要介護４以

上の場合においても，退院後１か月から６か月で「介

護役割充足感」が有意に減少していた。退院後１か

月から６か月は，家族にとって介護導入期であると

ともに，療養者にとって脳卒中後の回復期から維持

期への移行段階であり，入院中と比較して療養者の

状態改善を実感することが困難になることが予測さ

れる。加えて，要介護４以上とは介護なしでは日常

生活を営むことが困難な状態を指し，介護者の介護

負担も大きい。このことから，家族の介護負担が大

きいことに加えて，療養者の状態改善を通して充足

感を得にくいことから「介護役割充足感」が減少し

たと考えられる。

Ⅵ．研究の限界と今後の課題
本研究では，対象者数が２施設 32 名と少なく，

介護者の多数が女性であったことから得られた結果

を一般化するには限界がある。また，介護評価の変

化に影響をもたらした要因までは検討できていない

ため，対象者数を確保した上で明らかにしていくこ

とが今後の課題である。 

Ⅶ．結 論
本研究では，脳卒中療養者を在宅で介護する 28

名の家族介護者を対象とし，介護評価を退院後１か

月と６か月に調査した。その結果，以下のことが明

らかになった。

１．退院後１か月から６か月で，否定的介護評価の

「関係性における精神的負担感」は有意に上昇し，

肯定的介護評価の「介護役割充足感」は有意に減少

していた。医療者は療養者だけでなく家族や親族な

ど家族介護者を取り巻く人間関係にも注意を払い，

家族介護者の精神的負担感が軽減するような働きか

けが必要である。

２．否定的介護評価の「社会活動制限感」において，

介護者が子である場合と療養者の要介護度が高い場

合（要介護４以上）に有意差な上昇が認められ，肯

定的看護評価の「介護役割充足感」においては，介

護者が女性である場合と療養者と同居している場

合，協力者がいる場合，要介護度が高い場合（要介

護４以上）で有意な減少が認められた。それら家族

介護者への時期に応じた支援が必要である。
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